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大好評！　
税務・税金の話
労務のみらい

 好評連載　
 徳田孝司の「月刊マルトク堂」

もう悩まない事業承継・M&A徹底解説
「ぶらトク」新宿で脱出ゲームに挑戦！
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C O N T E N T S

今月号のテーマ
｢卒業の

　思い出」
今月の執筆者には、卒業にまつわる思い出についてコメントをいただいています。

｢卒業の
　思い出」
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会社を守る、社内不正の防ぎ方

●税金
平成30年度税制改正大綱 [小規模宅地等の特例の改正]

●国際税務
平成30年度税制改正大綱 [外国証券等の譲渡に係る消費税]

●もう悩まない事業承継・M&A徹底解説
M&Aを活用した事業承継の進め方 株式譲渡契約書②

●労務のみらい
障害者雇用促進法の改正について

●税金Ｑ＆Ａ
人件費アップは節税になる

●コラム
脈動するインバウンド市場

●コラム
徳田孝司の
「月刊マルトク堂」

ぶらぶら徳田理事長と行く

「ぶらトク」
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ぎもん・しつもん・お答えします

　ご質問は、「雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除」のこ

とです。「所得拡大促進税制」と呼ばれ「大法人」にも適用がありますが、質問

者のような中小企業者等には、経済の好循環を強化するため、平成29年税制改

正において、従来の税額控除額から一層の拡充が図られています。

　具体的には、基準事業年度（質問者の場合平成24年4月1日～平成25年3月

31日）において役員を除く雇用者に対する給与等の支給額と比較して、当該事

業年度において雇用者に対する給与等の支給額が3％以上増加している場合に

対象となります。多くの会社では平成24年と比較しての3％ですので該当する

ものと思われます。

　昨年までは、雇用者給与等支給増加額の10％が法人税の税額から控除できる

金額でしたが、平成29年4月1日以後に開始する事業年度から一定の要件を満

たせば、最大で基準年度からの増加額の22％の法人税額を控除できるようにな

りました。（平成30年度税制改正において、平成30年4月1日以後に開始する事

業年度からは、最大で前年度の給与総額から増加した金額の最大で25％の法人

税の控除ができるようになる見込です）

　一定の要件とは、継続雇用者に対する平均月額給与が前年度支給額より2％

以上増加していることです。税額控除額は、雇用者給与等支給増加額×10％＋

雇用者給与等支給額増加額のうち雇用者給与等支給額から比較雇用者給与等支

給額を控除した金額に達するまでの金額×12％で最大増加額の22％となり

ます。

　ただし、控除できる法人税は、本来の法人税額の20％までが上限となり、当

該事業年度に所得が少なく法人税等の負担が少ない場合には、所得拡大の効果

が最大限に発揮できませんので、給与を上げ、かつ、利益を上げるように努め

てください。

A n s w e r

税金
Q& A

Q u e s t i o n

私は、資本金２千万円の菓子製

造業を経営している３月決算法

人の経営者です。

最近の人手不足や、人件費のア

ップで苦慮しています。来月は

昇給月で労働環境を考えて相当

程度の人件費アップを覚悟して

います。

人件費アップした場合、法人税

等の節税になると聞きましたが、

制度の概要を教えてください。

人件費アップは
節税になる

税金Q&Aでは皆さんの
税金への疑問にお答えいたします。
税務に関する質問を
scope@ht - tax .o r . jp まで
お寄せください。

04

｢卒業の
　思い出」

「卒業」とは、業を卒す（終える）ということなのでしょうが、何一つ業を終えたという実感はありません。学校は卒業しましたが、何ひと
つ達成感はありません。そうこうしているうちに生を終えることになるのでしょう。（小林）
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成人式や卒業式といった記念日には、やはり着物を着たくなるのは日本の良い伝統ですね。洋服とは違う色彩感や、和の小物を合わせるの
はとても楽しいです。かつては袴にブーツを合わせるのが流行り、しっかり私もその流れに乗りましたが、今はまた違うスタイルなのでし
ょうか。仕事の流行も敏感に感じ取って波に乗っていきたいものです。（磯野）

｢卒業の
　思い出」

改正障害者雇用促進法が施行されます。
障害者雇用を通してよりよい職場環境づくりを。

　　　　　　　　　　▲HR室　磯野由佳

HR
H u m a n  R e s o u r c e s

ヒューマンリソースコラム

～人は
企業のプラットフォーム～

　労務のみらい

辻・本郷 税理士法人  HR室
（スタッフ30名）

辻・本郷 社会保険労務士法人
所在地：〒160-0022　

東京都新宿区新宿4丁目1番6号
JR新宿ミライナタワー28階
TEL：03-5909-5708
支部：福岡、沖縄

主な業務：人事関係相談業務（就業
規則の作成、人事制度構築）、労働・
社会保険申請書類作成等の支援、

給与計算など

　内閣府が公表した「2017年版障害

者白書」によると、精神障害者数が統

計の公表後初めて身体障害者、知的障

害者数を上回りました。また厚生労働省

の発表によると、精神障害者の求職・

就職者数は平成19年から比較し現在約

3倍強となっています。今回の改正ポイン

トは精神障害者に関連する内容となって

います。（平成30年4月1日施行）

改正点は以下の2点です。
1. 障害者雇用率のアップ
　民間企業における雇用率は2.0%から2.2％に
引き上げられます。
　これまで50人以上の企業は1人以上の障害
者を雇用しなければなりませんでしたが、45.5人
以上の企業へと企業の範囲が広がります。より
多くの企業が障害者を雇用することとなります。
2. 障害者雇用率算出基準に精神障害者が
加わります
　これまでは身体障害者、知的障害者のみ
でした。冒頭に記しましたように障害者の求
人・就職者の多くが精神障害者です。障害
者を雇用することは精神障害者を雇用するこ
とにつながります。
※施行後5年間は特例措置が設けられています。

　事業主には障害者雇用について次の

ような責務があります。

　「すべて事業主は、障害者の雇用に

関し、社会連帯の理念に基づき、障害

者である労働者が有為な職業人として自

立しようとする努力に対して協力する責務

を有するものであって、その有する能力を

正当に評価し、適当な雇用の場を与える

とともに適正な雇用管理を行うことにより

その雇用の安定を図るように努めなけれ

ばならない。」

　今回の改正により、より多くの企業が

障害者を雇用することが必要ですが、

雇用すればいいというわけではありませ

ん。その受け皿の準備、ルール作り、

周りの従業員の理解が求められます。仕

事の用意だけでなく、企業には障害を持

つ方たちの特性・得意を知り、労働環

境に配慮し、適正な雇用管理を行い、

障害者である労働者が「職業に従事す

る者としての自覚を持ち、自ら進んで、その

能力の開発及び向上を図り、有為な職

業人として自立するように努め」られる職

場環境づくりを求める内容となっています。

　就業環境を整えることは、企業にとっ

ても大きな負担となります。障害のある

方 の々就職や職場への定着をサポートす

る公的機関が地域には存在します。従

業員の障害特性を踏まえた業務内容の

決定や彼らへの接し方など、職場に適応

してもらうための雇用管理について助言を

もらうことができます。このようなサポート

機関を利用しながら、すべての労働者に

とって働きやすい環境づくりを進めていき

たいものです。
（引用）
障害者雇用の促進等に関する法律　第4条、第5条
（参考）
ビジネスガイド　2017年9月号、2018年1月号
障害者雇用促進法の改正の概要（厚生労働省）
2017年版障害者白書
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平成30年度税制改正大綱によると、小規模宅地等の特例のう
ち特定居住用宅地等の特例の対象者である「3年内家なき子」
の適用要件が見直される予定です。

森 真由美  ●渋谷相続センター　税理士
（もりまゆみ）

平成30年度税制改正大綱（小規模宅地等
の特例の改正：3年内家なき子）

税金 Topic

｢卒業の
　思い出」

　小規模宅地等の特例とは、被相

続人の居住または事業の用に供され

ていた宅地について、相続税の課税

価格を減額する特例ですが、居住ま

たは事業の継続への配慮という政策

目的に沿わない使われ方があるという

指摘が従前からされており、平成30

年度の税制改正において、適用要

件の見直しがされることになりました。

小規模宅地等の特例（特定居住用

宅地等）

　被相続人等の居住の用に供されて

いた宅地等で、要件を満たす者が取

得した宅地等を「特定居住用宅地等」

といい、相続税の計算上、土地の

評価額を最大330㎡まで、80％減

額することができます。

「3年内家なき子」の適用要件の改正

「要件を満たす者（下図）」のうち、い

わゆる「3年内家なき子」については、

相続人が持ち家である自宅を親族等

に譲渡するなどして「持ち家に居住し

ていない」という適用要件を満たすも

のとして申告するケースがありました。

　例えば、母が亡くなる5年前に持ち

家に住んでいた長男が、その持ち家

を長男の子に売却した後、現在も住

んでいるというようなケースです。

　長男が母の住む実家の宅地を相続

した場合に、その宅地の相続税評価

額が8,000万円だとすると、小規模宅

地等の特例（特定居住用宅地等）を

適用して330㎡まで80％減額し、8,000

万円－（8,000万円×80％）＝1,600

万円となり、相続財産が6,400万円

も圧縮されることになります。

　しかし、このような適用は本来の小

規模宅地等の特例の趣旨に沿うもの

ではないとして問題視されていました。

　そこで、今回の改正では次に該

当する者が「3年内家なき子」から

除外されることになりました。

1. 相続開始前3年以内に、その者

の3親等内の親族またはその者と特

別の関係のある法人が有する国内

にある家屋に居住したことがある者

2. 相続開始時において居住の用に

供していた家屋を過去に所有してい

たことがある者

　この改正により、次のようなケースも

適用対象から除外されることになります。

·別居の子が持ち家に住んでいた   

　ため、子がその家を孫に贈与した

　後に、実家を相続するケース

·別居の子が持ち家に住んでいたた

　め、遺言で別居の子と同居してい

　る孫（持ち家なし）に実家を遺贈

　するケース

　したがって、相続財産である家屋

とは別に、実質的に居住用の不動産

がすでに確保されているとみられる者

については、3年内家なき子として小

規模宅地等の特例を適用することが

できなくなることに留意が必要です。

※適用時期：この改正は平成30年4月1日以後
開始する相続より適用となる予定です。

娘が卒園式の数日前に水疱瘡にかかり、式に出席できるかどうかも危うい事態になりました。なんとか前日の夕方に登園許可をもらえ、卒園式に
は出席できましたが、前日まで幼稚園を休んでいたため、心の準備ができず、当日は出席できたことだけがただただ嬉しくて、あまり感動にひた
る心境でなかったことが思い出されます。（森）

適用要件

要件なし（無条件に特定居住用宅地等に該当する）

・被相続人と相続開始直前まで同居 している親族であること
・申告期限までその宅地等を保有し、居住していること

・被相続人と生計を一にする親族であること
・申告期限までその宅地等を保有し、居住していること

・被相続人には配偶者および同居の親族がいないこと
・相続開始前3年以内にその相続人が所有する家屋、またはその相続人の配偶者が所有する家屋に居住して
 いないこと
・申告期限までその宅地等を保有していること

宅地等の取得者

配偶者

同居親族

生計一親族

3年内家なき子

特定居住用宅地等を取得した者として「要件を満たす者」とは？



　平成30年度税制改正では、無

券面の外国証券等の譲渡に係る消

費税の内外判定につき明確化が図

られることになります。

　右記の「株券の発行がない株式

の譲渡に係る内外判定（国税庁

Q&Aより引用）」にあるように、無券

面の外国証券等の譲渡が国内取引

（非課税売上）となる場合には、課税

売上割合が低下することにより、仕入

税額控除が減少し、消費税の納付額 

が増加する可能性がありました。

　平成30年度税制改正により、

上場会社の株券等を廃止し株主等

の権利の管理（発生、移転及び

消滅）を機構及び証券会社等に開

設された口座において電子的に行う

「振替制度」を前提とし、「振替機

関又はこれに類する外国の機関が

取り扱う券面のない有価証券等」

については、その振替機関等の所

在地により判定することになります。

それ以外の有価証券等については

「当該有価証券等に係る法人の本

店、主たる事務所その他これらに準

ずるものの所在地」により判定する

ことになります。

　そのため「振替機関又はこれに類

する外国の機関が取り扱う券面のな

い有価証券等」の売却で、かつ、

「振替機関等が国外」にある場合に

は、消費税計算上、国外取引（不

課税）となりますので、改正後の消

費税区分の取り扱いにご注意いただ

ければ幸いです。

詳しくは法人国際部までお問い合わせください。　● TEL：03-5323-3537　mail：tp@ht-tax.or . jp

【照会要旨】
　この度、当社の出資先である外国法人Aの株式を内国法人Bに譲渡することとし
ましたが、外国法人Aは株券を発行していないため、当社はその株券を有していません。
　この場合の株式の譲渡は国内取引に該当するものとして、その譲渡対価を課税売
上割合の計算上分母の金額に含める必要があるのでしょうか。

【回答要旨】
　株券の発行がない株式は、消費税法施行令第9条第1項第1号で有価証券に類す
るものとされています。
　有価証券の譲渡又は貸付けに係る内外判定は、その譲渡又は貸付けが行われる時
においてその有価証券が所在していた場所により判定することとされています（令6①
九イ）。
　しかし、株券の発行がない株式については、有価証券そのものではなく、また、その
所在場所がないことから、消費税法施行令第6条第1項第9号イの規定で国内取引か
どうかを判定することはできません。
　このため、株券の発行がない株式については、消費税法施行令第6条第1項第
10号《資産の所在場所が明らかでないものの内外判定》の規定により、その譲渡
又は貸付けを行う者の当該譲渡又は貸付けに係る事務所等の所在地により内外判定
を行うこととなります。
　したがって、株券の発行がない株式の譲渡に係る事務所等の所在地が国内であれ
ば国内取引に該当し、その譲渡対価の5％を課税売上割合の計算上分母の金額に含
める必要があります。

（国税庁ホームページより）

株券の発行がない株式の譲渡に係る内外判定
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｢卒業の
　思い出」

卒業といえば別れの季節であるとともに、次の新しい出会いでもあります。私自身、これまでたくさんのいい出会い（友人、同僚、上司、お客様等）
を通じて、ここまでくることができました。これまでを振り返ると、本当に恵まれていたなと感じます。今度は、私がいい影響を与えられるような
人間に努力し成長していければと思います。（工藤）

工藤 和也   ●法人国際部
（くどうかずや）

外国証券等を譲渡した場合における消費税の取り扱いの明確化に
ついてご説明します。

平成30年度税制改正大綱（外国証券等の
譲渡に係る消費税）

国際
税務 Topic



学生時代から野球を続けてきて、社会人になってからも草野球チームに所属していました。ホームランが打てなくなったら引退しよう
と自分で決めていて、ついに６年前にオーバーフェンスができなくなり野球を卒業しました。昨今野球人気が低迷しテレビでも放送が
少なくなり寂しい限りです。（荒井）

｢卒業の
　思い出」

M&Aを活用した事業承継の進め方
株式譲渡契約書②

辻・本郷 ビジネスコンサルティング株式会社　代表取締役　社長　荒井 洋一

　前回に続き「株式譲渡契約書」
の構造と論点を紹介致します。今回
は契約書を締結してから実際に決済
が行われる日（クロージング日）まで
の義務、クロージングした後の義務
等をご紹介致します。

（５）クロージング前の義務
　非上場会社の株式には一般的に

は株式譲渡制限が掛けられております。

このため、株式譲渡を実行するため

に売り手側で譲渡承認機関の承認

手続きを行う必要があります。取締役

会設置会社においては取締役会、

取締役会非設置会社においては株

主総会が一般的な譲渡承認機関と

なっておりますので、前者の場合、

取締役会による譲渡の決議、後者

の場合は株主総会による譲渡の決議

を行う必要があります。買い手にとっ

ては株式譲渡が実行できるように社

内手続きを行うことや独占禁止法の

届出義務が生じる場合、公正取引委

員会へ届出を行うことなどが規定され

ます。また、買い手が実施したデュー

デリジェンス（会社の人間ドック）に

おいて譲渡対象会社に対し、クロー

ジング日までに改善措置を講じてほし

い事項が発見された場合には売り手

がクロージング前に履行すべき義務と

して規定されることが多いです。

（６）クロージング後の義務
　前回ご説明した表明保証同様に

M&Aにおいては決済した後も売り

手·買い手双方に義務が発生します。

こちらを規定するのが「クロージング

後の義務」条項です。

一般的には売り手側には

　·一定期間の競業避止義務

　·役員・従業員の引き抜き禁止義務など

買い手側には

　·対象会社の従業員の継続雇用義務

　·売り手が金融機関等に行った債

　 務の保証の解除義務など

が規定されることが多くなっています。

　売り手オーナーにとって従業員の

継続雇用や債務保証の解消は重要

な条項と言えます。

（７）補償·損害賠償
　売り手や買い手が、前回ご説明

した表明保証に違反した場合や上

記(５)、(６)の株式譲渡契約上の

義務に違反した場合に相手方が

被った損害を賠償することが規定さ

れます。売買対象が企業ということ

もあり、個人で膨大な額を賠償する

ことは難しいケースが多く、賠償額

の上限を譲渡対価の一定割合など

に定めることや、軽微な係争を減ら

すために１件当たりの損害額の下限

を定めることもあります。

（８）解除
　表明保証や義務に対する違反が

あり、クロージングまでの前提条件

が満たされない場合、クロージング

日までに契約を解除することができる

ように規定されます。一方で一般的

にはクロージング後は売り手、買い

手双方ともに解除できないように規

定されます。なぜならば、不動産な

どとは異なり、企業は日々の事業活

動の中で状況が変わるため、クロー

ジング日の現状に回復することが困

難であるからです。

　事業承継型のM&Aが増えるにつ

れて買い手側の企業規模が大きく、

損害賠償の上限が必要以上に高い

契約書など売り手側に著しく不利な

契約書が押し付けられているケース

も多く見受けられます。

　こういった事態を避けるためにも弁

護士や身近な会計事務所の担当者

などに相談することが重要となります。

事業承継・M&A事業承継・M&A
もう悩まない

徹底解説

もう悩まない

徹底解説
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｢卒業の
　思い出」

高校時代の３年間、無遅刻無欠席でした。無病息災でとてもいいことですが、それしか取り柄がなさそうでとても恥ずかしかったのを思い出
します。卒業式の時、皆勤賞は私も含め3人いたと思いますが、ほかに誰がいたかも思い出せません。（徳田）
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〒160-0022 東京都新宿区新宿4-1-6 JR新宿ミライナタワー28階
TEL 03-5323-3301（代表） FAX 03-5323-3302

SCOPE  No.201 13

編集
後記

辻・本郷 税理士法人
札幌事務所 〒060-0002　北海道札幌市中央区北二条西4-1 北海道ビル7階

TEL.011-272-1031　FAX.011-272-1032

青森事務所  〒030-0861　青森県青森市長島2-13-1 AQUA青森スクエアビル4階
TEL.017-777-8581　FAX.017-721-6781

八戸事務所 〒031-0072　青森県八戸市城下4-25-5
TEL.0178-45-1131　FAX.0178-45-5160

秋田事務所 〒010-0954　秋田県秋田市山王沼田町6-34
TEL.018-862-3019　FAX.018-862-3944

久慈事務所 〒028-0064　岩手県久慈市八日町2-8 中野ビル2階
TEL.0194-53-1185  FAX.0194-53-1330

盛岡事務所 〒020-0021　岩手県盛岡市中央通2-11-18 明治中央通ビル5階
TEL.019-604-6868　FAX.019-604-6866

遠野事務所 〒028-0541　岩手県遠野市松崎町白岩16地割31-8
TEL.0198-63-1313　FAX.0198-63-1317

一関事務所 〒021-0893　岩手県一関市地主町6‐1
TEL.0191-21-1186　FAX.0191-26-1665

仙台事務所 〒980-0021　宮城県仙台市青葉区中央3-2-1 青葉通プラザ2階
TEL.022-263-7741　FAX.022-263-7742

福島事務所 〒960-8114　福島県福島市松浪町4-23 同仁社ビル4階
TEL.024-534-7789　FAX.024-534-7793

郡山事務所 〒963-8002　福島県郡山市駅前1-15-6 明治安田生命郡山ビル5階
TEL.024-927-0881　FAX.024-927-0882

新潟事務所 〒950-0087　新潟県新潟市中央区東大通2-3-28 パーク新潟東大通ビル5階
TEL.025-255-5022　FAX.025-248-9177

上越事務所 〒943-0892　新潟県上越市寺町3-8-8
TEL.025-524-3239　FAX.025-524-3187

水戸事務所 〒310-0903　茨城県水戸市堀町1163-7
TEL.029-252-7775　FAX.029-254-7094

館林事務所 〒374-0024　群馬県館林市本町2-5-48 マルゼンビル6階
TEL.0276-76-2011　FAX.0276-76-2012

深谷事務所 〒366-0052　埼玉県深谷市上柴町西4-17-3
TEL.048-571-4619　FAX.048-571-8158

大宮事務所 〒330-0854　埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-7-5 ソニックシティビル18階
TEL.048-650-5211　FAX.048-650-5212

越谷事務所 〒343-0808　埼玉県越谷市赤山本町2-11 プランドール雅II 202号
TEL.048-960-1751　FAX.048-960-1752

川口東事務所 〒332-0012　埼玉県川口市本町4-1-8 川口センタービル6階
TEL.048-227-1260　FAX.048-227-1261

柏 事 務 所 〒277-0023　千葉県柏市中央1-1-1 ちばぎん柏ビル4階
TEL.047-165-8801　FAX.047-165-8802

松戸事務所 〒271-0092 千葉県松戸市松戸1292-1 シティハイツ松戸205号
TEL.047-331-7781　FAX.047-331-7786

船橋事務所 〒273-0005 千葉県船橋市本町4-40-23 SADOYA SOUTHERN TERRACE 6階
TEL.047-460-0107  FAX.047-460-0108

西新井事務所 〒123-0842　東京都足立区栗原3-10-19-307
TEL.03-3848-3767  FAX.03-3848-3791

東京中央事務所 〒100-0005　東京都千代田区丸の内2-2-3 丸の内仲通りビル7階
TEL.03-6212-5801　FAX.03-6212-5802

東京丸の内事務所 〒100-0005　東京都千代田区丸の内1-9-1 丸の内中央ビル10階
TEL:03-6212-2830  FAX:050-3730-6208

芝 事 務 所 〒105-0014　東京都港区芝3-5-7 カレッタ芝3階
TEL.03-6435-1711　FAX.03-6435-2245

神田事務所 〒101-0047　東京都千代田区内神田3-20-3 小鍛冶ビル8階
TEL.03-5289-0818　FAX.03-5289-0819

池袋事務所 〒171-0021　東京都豊島区西池袋1-7-7 東京西池袋ビルディング12階
TEL.03-5396-7491  FAX.03-5396-7492

新宿ミライナ
タワー事務所

〒160-0022　東京都新宿区新宿4-1-6 JR新宿ミライナタワー28階
TEL.03-5323-3301（代表） FAX.03-5323-3302

新宿アルタ事務所 〒160-0022　東京都新宿区新宿3-32-10 松井ビル8階
TEL.03-5919-2680 FAX.03-5919-2670

代々木事務所 〒151-0053　東京都渋谷区代々木1-36-4 全理連ビル5階
TEL.03-5333-1545　FAX.03-5333-1546

渋谷事務所 〒150-0002　東京都渋谷区渋谷2-15-1 渋谷クロスタワー13階
TEL.03-6418-6761　FAX.03-6418-6762

品川事務所 〒108-0074　東京都港区高輪3-26-33 京急第10ビル3階
TEL.03-5791-5731　FAX.03-5791-5732

吉祥寺事務所 〒180-0004　東京都武蔵野市吉祥寺本町1-14-5 吉祥寺本町ビル７階
TEL.0422-28-5515　FAX.0422-28-5516

東大和事務所 〒207-0031　東京都東大和市奈良橋5-775
TEL.042-565-1564　FAX.042-563-0189

立川事務所 〒190-0012　東京都立川市曙町2-38-5 立川ビジネスセンタービル10階
TEL.042-548-1841　FAX.042-548-1842

町田事務所 〒194-0021 東京都町田市中町1-1-16 東京建物町田ビル9階
TEL.042-710-6920　FAX.042-710-6921

横浜事務所 〒220-0004　神奈川県横浜市西区北幸1-11-11 NMF横浜西口ビル4階
TEL.045-328-1557　FAX.045-328-1558

大和事務所 〒242-0017　神奈川県大和市大和東3-8-16
TEL.046-262-8332  FAX.046-262-5650

湘南事務所 〒251-0055　神奈川県藤沢市南藤沢4-3 日本生命南藤沢ビル4階
TEL.0466-55-0012　FAX.0466-55-0032

小田原事務所 〒250-0011　神奈川県小田原市栄町1-8-1 Y&Yビル6階
TEL.0465-40-2100　FAX:0465-40-2101

甲府事務所 〒400-0046　山梨県甲府市下石田2-5-9
TEL.055-228-5722  FAX.055-228-5723

甲府中央事務所 〒400-0845　山梨県甲府市上今井町684-6
TEL.055-241-7522 FAX.055-241-7578

大月事務所 〒401-0301　山梨県南都留郡富士河口湖町船津642-4
TEL.0555-72-0505　FAX.0555-72-0905

伊東事務所 〒414-0002　静岡県伊東市湯川1-3-3 上條ビル5階
TEL.0557-37-6706　FAX.0557-37-8988

豊橋事務所 〒440-0086　愛知県豊橋市下地町字長池13番地
TEL.0532-54-3000　FAX.0532-54-3002

名古屋事務所 〒460-0008　愛知県名古屋市中区栄4-2-29 名古屋広小路プレイス5階
TEL.052-269-0712　FAX.052-269-0713

四日市事務所 〒510-0822　三重県四日市市芝田1-3-23
TEL.059-352-7622　FAX.059-351-2988

京都事務所 〒600-8009　京都府京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町79番地 ヤサカ四条烏丸ビル6階
TEL.075-255-2538　FAX.075-255-2539

豊中事務所 〒560-0021　大阪府豊中市本町1-1-1 豊中阪急ビル6階
TEL.06-4865-3340　FAX.06-4865-3341

大阪事務所 〒541-0045　大阪府大阪市中央区道修町4-6-5 淀屋橋サウスビル6階
TEL.06-6227-0011　FAX.06-6227-0063

堺 事 務 所 〒590-0985　大阪府堺市堺区戎島町3-22-1 南海堺駅ビル412号
TEL.072-224-1006　FAX.072-224-1007

神戸事務所 〒651-0087 兵庫県神戸市中央区御幸通6-1-10 オリックス神戸三宮ビル10階
TEL.078-261-0101　FAX.078-261-0120

岡山事務所 〒700-0815　岡山県岡山市北区野田屋町1-1-15 岡山桃太郎大通りビル7階
TEL.086-226-8555　FAX.086-226-8556

広島事務所 〒730-0051　広島県広島市中区大手町2-11-2 グランドビル大手町9階
TEL.082-553-8220　FAX.082-553-8221

松山事務所 〒790-0011　愛媛県松山市千舟町6-5-10
TEL.089-945-3560　FAX.089-945-3385

北九州事務所 〒802-0003　福岡県北九州市小倉北区米町1-2-26 日幸北九州ビル4階
TEL.093-512-5760　FAX.093-512-5761

福岡事務所 〒812-0012　福岡県福岡市博多区博多駅中央街8-1 JRJP博多ビル8階
TEL.092-477-2380  FAX.092-477-2381

大分事務所 〒870-0035　大分県大分市中央町1-1-3 朝日生命大分ビル4階
TEL.097-532-2748　FAX.097-538-7006

延岡事務所 〒882-0823　宮崎県延岡市中町1-2-8 和光中町ビル（旧第一生命ビル）
TEL.0982-22-3570　FAX.0982-31-2789

沖縄事務所 〒900-0029　沖縄県那覇市旭町1-9 カフーナ旭橋B街区ビル 1階
TEL.098-941-3230　FAX.098-941-3231

初めまして、編集アシスタントとして1月号から参加している亀井です。今月号のぶらトクでは、出来たてホヤホヤ・話題のスポット「東京ミステリーサーカス」
にお邪魔しました。謎解き・潜入という、普段の生活では無縁の世界観にドキドキハラハラ！　スタッフの立場でもつい惹き込まれてしまいました。また、ゲー
ムのポイントとなる発想の転換や閃きは、普段から鍛えておくのがよいと改めて感じました。（亀井）
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